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（１）沿革

設置経緯

見直しの動向

役割（2021年時点）

（２）　組織体制

常勤職員数 6 人

うち常勤研究員数 5 人
非常勤研究員数 人

庶務体制

市民参加、外部連携

その他（具体的に：　　　　　　　　　　　　　　　） 
特に行っていない　

常勤研究員が分担して行っている。

スマートシティ化における地域課題の解決について、公共交通、鳥獣害対策などのテーマごとに、民間企業・団体、大学・短
大、市担当課などと合同でプロジェクトチームを組織し、調査研究や事業推進を行っている。

その他（具体的に：　　　　　　　　　　　　　　　） 

うちセンター長は副市長が兼務

専門性確保に関する特徴
（複数選択可）

専門的な知識を有した研究員の採用　　
外部有識者の活用(研究員として採用した者を除く)　     
大学・非営利活動法人等と連携した研究の実施　　
設置市の企画部署と連携した研究の実施　　　　　
設置市の関係部署と連携した研究の実施　　　　　

２　組織動向

2018年4月に就任した市長の意向により、市民等からの提言を実現に結びつける仕組みとして構想。
自治体間競争時代を踏まえ、地域の特色・実情に即した地方創生の実現へ向けた独自政策の企画立案、提言能力の向上
を目指し、設置した。

①少子化による急速な人口減少と高齢化が進む2040年頃の自治体戦略を見据え、複雑化・多様化する行政課題の解決や、中長期将
来ビジョンを展望した政策立案により、市の都市総合力の強化を図る。
②外部有識者や地域の専門家の知見を活用した政策形成や調査研究活動を通じ、効果的で実効性の高い政策立案に繋げるととも
に、職員の政策研究・立案能力の向上を図る。
③2021年度については、『上田市スマートシティ化推進計画』（2021年3月策定）に基づき、市民サービスの向上や地域課題の解決に向
けた各事業を推進するとともに、庁内体制の整備を図った。

設置形態（択一）

自治体の内部組織
常設の任意団体（提言等を行う会議体型の団体も含む）
公益法人（財団法人・社団法人）
大学の附置機関
広域連合

http://www.city.ueda.nagano.jp/

u-research@city.ueda.nagano.jp
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上田市

センター長　𠮷澤　猛

　上田市政策研究センター

１　組織概要

上田市大手１－１１－１６

0268-71-0611（直通）

0268-22-4131



（３）会計

2021年度予算 千円　
2020年度決算 千円　
2019年度決算 千円　

順位
1位
2位
3位
4位
順位
1位
2位
3位
4位

定期刊行物

（２）活動のマネジメント状況

研究員の業務分担

研究員の専門性
育成の手立て

研究員のキャリアパス等

その他

ⅰ）県職員→当センター→副市長
ⅱ）県東京事務所派遣→当センター→保育課
ⅲ）商工観光部→当センター
ⅳ）保育課→当センター
ⅴ）財政部→当センター
ⅵ）情報ライブラリー→当センター

４　特記事項

ⅰ）センター長：総括　
ⅱ）副センター長：庁内調整等
ⅲ）主任研究員・研究員：政策研究、職員研修

外部有識者（政策アドバイザー）による指導
各種セミナーへの参加、先進自治体への視察等

ウ　活動の評価とその反映
（複数選択可）

設置市の行政評価制度により評価を受けている
運営委員会等、貴団体・組織の運営に関わる機関から評価を受けている
外部有識者から評価を受けている　
報告会・アンケート等の機会を設けて、評価を受けている  
その他（具体的に：　　　　　　　　　　　　　　　　　　） 
特にそういう機会はない

イ　情報発信
（複数選択可）

設置市の議員や幹部職員に、報告や提言を行う
設置市の関係部署に、報告や提言を行う
設置市の庁内の広範囲に、成果物を配布する
報告会を実施する
日常的活動を、ＨＰ・メールマガジン・ニューズレター等で周知する
その他（具体的に：　　　　　　　　　　　　　　　） 
特に行っていない　

３　活動動向

（１）活動実績　　

ア　テーマ決定
（複数選択可）

設置市からの要請　
外部有識者等からの助言・示唆
貴団体・組織で、設置市の総合計画等に明記された重要課題から選択　
貴団体・組織で自ら発案
その他（具体的に：庁内から課題や研究テーマを公募　　　　　　　　　　　　　　　） 

自治体の内部組織の場合の
事業活動収入の主な内訳
（多い順に選択）

収入種別
設置部局の予算

7,749
2,658

自治体の内部組織以外の団
体の場合の事業活動収入の
主な内訳
（多い順に選択）

収入種別

会計規模※人件費・間接費（オフィス賃借料、水道光熱費等）は含まない

15,379



調査研究名

人口減少社会に対応した最
先端技術導入による住民
サービス向上と産業振興
～地域課題解決・産業振興
等の可能性～

人口減少社会に対応した最
先端技術導入による住民
サービス向上と産業振興
～AI・RPA等の導入に向けて
～

持続可能な地域創造のため
の官民協働施策の立案・展
開

住民自治活動促進のための
場や仕組みの検討～持続可
能なまちづくり・人づくりに向
けて～

人口減少社会に対応する持
続可能なまちづくりに向けた
適正な都市計画のあり方

出生率向上に向けた民間と
の連携による結婚から出産・
子育てに係る包括的な支援
施策の検討

職員政策形成能力開発事業

「上田市立地適正化計画」を踏まえた拠点集約化と地域活力維持を両立できるまちづくりの研究

５　2021年度に実施した調査研究

調査研究の概要

先行事例分析に基づく出生率向上に向けた庁内連携体制・官民連携体制の検討

データリテラシー向上のためのセミナー等政策立案能力向上のための研修の実施

「上田市スマートシティ化推進計画」に基づいた官民連携による実証実験及び実装の推進

　https://www.city.ueda.nagano.jp/soshiki/u-research/43698.html

「上田市スマートシティ化推進計画」に基づく庁内プロジェクト体制の構築

　https://www.city.ueda.nagano.jp/soshiki/u-research/45148.html

キリングループと上田市が締結した包括連携協定をモデルケースとした官民連携・協働による地域づくりの可能性の研究

住民自治組織の活動促進のための拠点のあり方及び庁内組織編制の研究


